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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第64期
第３四半期
連結累計期間

第65期
第３四半期
累計期間

第64期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高（千円） 11,005,022 12,368,258 14,937,154

経常利益又は経常損失（△）（千円） △380,192 593,973 △455,563

四半期純利益又は四半期（当期）純損

失（△）（千円）
△402,988 567,809 △673,153

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
― ― ―

資本金（千円） 1,618,888 1,618,888 1,618,888

発行済株式総数（株） 8,143,390 8,143,390 8,143,390

純資産額（千円） 6,147,899 6,536,234 5,867,412

総資産額（千円） 30,064,240 29,098,539 28,859,918

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）

△50.77 71.54 △84.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ―

１株当たり配当額（円） ― ― ―

自己資本比率（％） 20.4 22.5 20.3
 

 

回次
第64期
第３四半期
連結会計期間

第65期
第３四半期
会計期間

会計期間
自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（円）
△7.28 24.17

 

(注) １．第１四半期累計期間より四半期連結財務諸表を作成していないため、上記期間のうち第64期第３四半期連結

累計期間、第64期第３四半期連結会計期間は連結経営指標等を、第65期第３四半期累計期間、第65期第３四

半期会計期間および第64期は提出会社の経営指標等を記載しております。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい非連結子会社の

みであるため、記載を省略しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期累計期間の世界経済は、米国は雇用環境の改善により個人消費が底堅く、緩やかに回復しているも

のの、欧州は弱含みで推移し、中国や新興国でも減速の傾向が見られました。日本経済は、消費税率引き上げによ

り個人消費に弱さが見られるものの、緩やかな回復傾向で推移しました。

このような状況のなか、当社は積極的な拡販や、コスト削減、新製品の開発に取り組んだ結果、当第３四半期累

計期間の売上高は12,368,258千円、営業利益は411,124千円、経常利益は593,973千円、四半期純利益は567,809千

円となりました。

 
セグメントの業績は次のとおりであります。

 (感光性材料事業)

感光材部門は、半導体向け、液晶用途向け共に堅調に推移いたしました。

この結果、同事業の売上高は6,692,491千円となりました。

 

 (化成品事業)

香料材料部門は、価格競争は依然として厳しいものの、海外向けが好調でした。グリーンケミカル部門も、好

調に推移いたしました。ロジスティック部門は、法定検査により稼働率は低下したものの堅調に推移いたしまし

た。

この結果、同事業の売上高は5,675,767千円となりました。

 

　なお、平成27年３月期第１四半期累計期間より四半期連結財務諸表非作成会社となりましたので、前第３四半

期累計期間は四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行っておりません。
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は会社法施行規則第118条第３号に定める「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針」(以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。)を定めており、その内容は下記のとお

りです。

① 会社の支配に関する基本方針の内容

当社は、昭和29年設立以来、独創的な視点を大切にした研究・開発に注力し、現在ではフォトレジスト向けの

感光性材料ならびに、電解液・イオン液体等の製造・販売を中心とした「感光性材料事業」、香料材料の製造・

販売及び電子材料向け溶剤を中心とする高付加価値品の販売及びリサイクル、ならびに液体化学品の保管業務を

行う「化成品事業」を営んでおります。

当社事業の特徴として、①顧客企業と研究開発段階からの技術的な摺り合せによる参入障壁の構築、②長年に

わたり蓄積された高い生産技術力、③事業環境の変化への対応力を高める成長事業と基盤事業を組み合わせた事

業ポートフォリオの構築、④各事業が密接に結び付くことによる大きなシナジー効果等により、国内のみなら

ず、世界各国のお客様より高い評価をいただいております。

当社は、当社の財務及び事業方針の決定を支配する者の在り方について、当社の経営理念や企業価値のさまざ

まな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。

上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引が認められてお

り、当社の株式に対する大規模な買付行為や買付提案があった場合においても、当該大規模な買付等が当社の企

業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば一概に否定するものではなく、これに応ずる

か否かは最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えております。

しかしながら、このような大規模な買付等の中には、専ら買付者自らの利潤のみを追求しようとするもの、株

主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資

さないものも少なくありません。

当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模な

買付等を行う者を、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

 

② 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社は、中長期的な経営戦略及びコーポレート・ガバナンスの強化の両面より、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益の確保・向上に努めております。当社は、以下の施策を会社の支配に関する基本方針の実現に資する

ものと考えております。

ａ 経営の基本方針

当社は、経営方針として「①安全操業を最優先し、従業員、協力会社社員、地域住民など関係者の安心でき

る操業環境を確保する。②世界最高のマイクロストラクチャー構造材料を国際社会に提供する。③常に新製

品、新プロセス、新サービスを開発する。④生産技術の高度化を推進し、新プロセスを開発、安定品質で市場

競争を勝ち抜く。⑤国内外隔たりなく企業活動を展開し、日本を代表するグローバル企業となる。⑥全社をあ

げて常に能力開発に努め、個人の能力の向上を通じて創造性を発揮し、社会に貢献する。」を掲げておりま

す。当社は、この経営方針に基づき、積極的な事業展開を進め、業容の拡大と業績の向上に邁進し、高品質か

つ高機能の材料を可能な限り安価に供給することにより、産業全体の発展と高度化に役立つことを目指してお

ります。

また、創業以来、「技術開発力こそ全ての出発点」を企業理念に、研究開発力の増強と生産技術の向上に努

め、蓄積された技術やノウハウを活用して、市場ニーズに迅速かつ適確に対応し、有機合成から分離精製、プ

ラントエンジニアリング、化成品物流等に至るまで、事業分野及び事業規模を着実に拡大させることにより化

学産業界で独自の地位を築き、当社の永続的発展を通じてお客様、株主の皆様、従業員などの利害関係者に貢

献することを目指しております。

ｂ 中長期的な経営戦略

当社は、感光性材料事業及び化成品事業の２事業を営んでおります。感光性材料事業の関連業界は、デジタ

ル家電の発展に伴い今後も成長が期待できると考えられますが、新興国の技術水準の向上とそれに伴う新興国

への生産シフトによる低価格化の進行、ならびに技術革新による新技術や新製品の開発競争も激しさを増して

おります。これらの要因から、価格競争の激化のみならず、クリスタルサイクルやシリコンサイクルの影響に

よる、業績の大きな変動も避けられないものと考えます。これら需要変動の影響を最小限に留めるため、化成
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品事業の競争力をより向上させ、当社全体として安定した業績を維持できる体質を構築することが必要である

と考えております。

今後も、安全操業及び安定供給に努め、国内外のお客様との連携をより一層強化していくとともに、市場

ニーズを見据えた研究開発力の強化、効率的な生産技術の開発、海外事業の拡大等につきましても引続き注力

し、全社一体となって企業価値の持続的向上を実現してまいります。

ｃ コーポレート・ガバナンスの強化への取組み

当社は、企業価値・株主共同の利益の向上を実現するためには、株主価値を高めることが課題であると認識

しており、経営の効率化・健全化を積極的に進めるとともに、経営の透明性を高めるためコーポレート・ガバ

ナンスの強化に取り組んでおります。

具体的には、取締役の責任明確化と経営環境の変化に柔軟に対応するため、取締役の任期を１年としており

ます。また、経営管理機能の強化と取締役業務執行状況の監督強化を目指し、平成27年２月９日現在、社外監

査役３名を選任しており、また、執行役員制度の導入、内部監査体制の整備などをとおしてガバナンス機能の

強化を図っております。

 

③ 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み

当社は、上記会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が

支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取組みとして、平

成26年５月９日開催の当社取締役会において「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」(以下「本プラン」と

いいます。)の継続を決議し、平成26年６月27日開催の当社第64回定時株主総会において、本プランについて株主

の皆様にご承認をいただき継続しております。

本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすること

を目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株

券等の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。

本プランにおける大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関しては、次のとおり一定のルール(以

下「大規模買付ルール」といいます。)を設けており、大規模買付ルールによって、①事前に大規模買付者が当社

取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②必要情報の提供完了後、対価を現金のみとする公開買付によ

る当社全株式の買付けの場合は最長60日間、またはその他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役会

による評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、取締役会評価期間、また株主検討期間を設ける場合には

取締役会評価期間及び株主検討期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模買付行為

に対する対抗措置は講じません。ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守しても

当該大規模買付行為が、結果として当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を著しく損なうと判断する場合には、必要かつ相当な範囲で新株予約権の無償割当等、会社法その他の法律

及び当社定款が認める検討可能な対抗措置をとることがあります。

このような対抗措置をとる場合、その判断の客観性及び合理性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動

に先立ち、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役または社外有識者から選任さ

れた委員で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は取締役会評価期間

内に対抗措置発動の是非または対抗措置の発動について株主総会に付議することの要否を、取締役会に対し勧告

するものとします。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊

重するものとします。

なお、本プランの有効期限は平成29年６月30日までに開催される当社第67回定時株主総会の終結の時までとし

ます。本プランは、当社第64回定時株主総会において継続が承認され発効しておりますが、①当社株主総会にお

いて本プランを廃止する旨の株主の一定割合の意思表示が行われた場合、②当社取締役会により本プランを廃止

する旨の決議等が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。継続後の本プランの詳細につきまし

ては、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。

(当社ウェブサイトhttp://www.toyogosei.co.jp)

 

④ 本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会

社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて
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本プランは、a 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、b 株主共同の利益の確保・向上の目的を

もって導入されていること、c 株主総会での承認により発効しており、株主意思を反映するものであること、d

独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会の判断を重視するものであること、e デッドハンド型及びス

ローハンド型の買収防衛策ではないこと等、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 

(3）研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は582,802千円であります。

なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,143,390 8,143,390

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 8,143,390 8,143,390 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高

（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
― 8,143,390 ― 1,618,888 ― 1,514,197

 

 

(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

 平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － ― ―

議決権制限株式（自己株式等） － ― ―

議決権制限株式（その他） － ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 205,900 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,935,300 79,353 ―

単元未満株式 普通株式 2,190 ― ―

発行済株式総数 8,143,390 ― ―

総株主の議決権 ― 79,353 ―
 

 

② 【自己株式等】

 平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

東洋合成工業株式会社
千葉県市川市上妙典

1603
205,900 ― 205,900 2.53

計 ― 205,900 ― 205,900 2.53
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役　事業サポート部長
取締役

(事業サポート部長兼事業開
発部統括部長)

島　川　　優 平成26年７月１日

取締役　感光材研究所長
取締役

(研究開発推進部長兼感光材
研究所長)

森　　寧 平成26年７月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

なお、当社は前第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）は四半期財務諸表を作成して

いないため、四半期損益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

 (1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,450,879 1,648,225

  受取手形及び売掛金 2,461,748 ※２  2,823,972

  商品及び製品 4,559,247 5,263,537

  仕掛品 125,099 24,134

  原材料及び貯蔵品 785,569 1,001,217

  未収還付法人税等 27,129 －

  その他 219,275 149,531

  貸倒引当金 △2,499 △2,845

  流動資産合計 9,626,449 10,907,773

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 7,918,511 7,584,618

   機械装置及び運搬具（純額） 4,607,451 3,998,627

   土地 5,020,230 5,020,230

   その他（純額） 806,206 675,016

   有形固定資産合計 18,352,399 17,278,492

  無形固定資産 332,628 330,244

  投資その他の資産   

   その他 557,300 582,028

   貸倒引当金 △8,860 －

   投資その他の資産合計 548,440 582,028

  固定資産合計 19,233,469 18,190,765

 資産合計 28,859,918 29,098,539

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,861,693 ※２  2,209,457

  短期借入金 5,108,000 ※３  5,300,000

  1年内返済予定の長期借入金 3,701,828 3,749,528

  未払法人税等 18,537 15,843

  賞与引当金 229,628 134,169

  その他 1,386,678 ※２  1,001,964

  流動負債合計 12,306,365 12,410,963

 固定負債   

  長期借入金 9,032,089 8,526,471

  退職給付引当金 1,007,280 1,007,413

  役員退職慰労引当金 133,889 126,342

  その他 512,881 491,113

  固定負債合計 10,686,141 10,151,341

 負債合計 22,992,506 22,562,304
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,618,888 1,618,888

  資本剰余金 1,541,589 1,541,589

  利益剰余金 2,787,287 3,424,042

  自己株式 △88,923 △88,923

  株主資本合計 5,858,841 6,495,597

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 8,570 40,637

  評価・換算差額等合計 8,570 40,637

 純資産合計 5,867,412 6,536,234

負債純資産合計 28,859,918 29,098,539
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 (2) 【四半期損益計算書】

  【第３四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 12,368,258

売上原価 10,217,762

売上総利益 2,150,496

販売費及び一般管理費 1,739,372

営業利益 411,124

営業外収益  

 受取利息 30

 受取配当金 8,172

 為替差益 223,586

 補助金収入 75,923

 その他 77,434

 営業外収益合計 385,147

営業外費用  

 支払利息 184,993

 その他 17,303

 営業外費用合計 202,297

経常利益 593,973

特別損失  

 固定資産除却損 6,285

 ゴルフ会員権評価損 5,500

 その他 91

 特別損失合計 11,877

税引前四半期純利益 582,095

法人税、住民税及び事業税 17,691

法人税等調整額 △3,405

法人税等合計 14,285

四半期純利益 567,809
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【注記事項】

 

(会計方針の変更)

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務

期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の

加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第１四半期

会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しており

ます。この結果、第１四半期会計期間の期首の退職給付引当金が68,945千円減少し、利益剰余金が68,945千円増加

しております。また、この変更による当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益および税引前四半期純利益に与

える影響は軽微であります。

 
 
(四半期貸借対照表関係)

１ 受取手形割引高及び債権流動化による売掛債権譲渡額

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形割引高 244,757千円 303,880千円

債権流動化による売掛債権譲渡額 801,251 1,275,503 
 

 

※２ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。　

なお、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計

期間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 ―千円 1,707千円

割引手形 ― 53,118

支払手形 ― 45,772

その他(設備関係支払手形) ― 731
 

 

※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

の契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

貸出コミットメントの総額 2,150,000千円 2,150,000千円

借入実行残高 ― 300,000

 差引額 2,150,000 1,850,000
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

  
当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 1,307,446千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

　　　 該当事項はありません。

 
(持分法損益等)

　　　利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい非連結子会社のみであるため、記載を省略しております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

   当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額
(注)感光性材料事業 化成品事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 6,692,491 5,675,767 12,368,258 ― 12,368,258

　セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― 67,223 67,223 △67,223 ―

計 6,692,491 5,742,991 12,435,482 △67,223 12,368,258

セグメント利益又は損失（△） 529,507 △118,383 411,124 ― 411,124
 

(注) セグメント利益又は損失は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 重要な事項はありません。　

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 71円54銭

    (算定上の基礎)  

   四半期純利益金額（千円） 567,809

   普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 567,809

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,937,423
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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 ２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月９日

東洋合成工業株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴   木         聡   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   植　　木　　貴　　幸   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋合成工業株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第65期事業年度の第３四半期会計期間（平成26年10月１日から

平成26年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東洋合成工業株式会社の平成26年12月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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